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かについて評価することである 22）。これをさらに 3 つに分けると以下のよ









る 24）。これら 4 種類にさらに社会問題が発生した段階でのニーズの有無・
程度を明らかにするニーズ評価が追加されることもある 25）。



























↓ ↓ ↓ ↓
A. 現状分析 A.1. 現状特定 → A.2. 現状分析 → A.3. 問題と課題の決定
↓
B. 形成 B.1. 政策（施策）形成 → B.2. 事前評価 → B.3. 政策（施策）決定
↓
C. 執行 C.1. 政策（施策）執行 → C.2. 執行中評価 → C.3. 執行改善決定
↓







評価研究』第 4 巻 1 号（2004 年 3 月）、70 ページ。
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　森林は多面的機能を有する資源であるが 39）、そのうちの 1 つに炭素固定
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「持続可能性」の 5 つであった。そしてこの 5 つは、気候レジーム以外にも
ほぼ全ての条約に見られる項目であった。しかし一方で「地域性」への配
慮、森林の有する「多面性」の勘案、といった要素が森林原則声明、生物多














気候変動枠組み条約 ○ ○ ○ ○ ○
京都議定書 ○ ○ ○ ○ ○
森林原則声明 ○ ○ ○ ○ ○ ○
生物多様性条約 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
リオ宣言 ○ ○ ○ ○
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制度（森林セクター））について政策評価を行っていくことになる。ここで、
それぞれの政策のステージを踏まえると、吸収源 CDM については 2003、
2004 年のルール決定から約 10 年が経過し、炭素吸収量に応じたクレジット
が発行される段階にあること、京都議定書の第一約束期間が 2012 年に終了
し、現在は 2013 年からの第二約束期間中であることから図 1 の「C.2. 執行
中評価」、「D.2. 事後評価」に、REDD-plus 政策については現在制度設計のた
めの国際交渉が行われている最中であり、一部の国ではパイロットプロジェ
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40）現在、気候変動枠組み条約で認められている CDM には 15 のスコープがあり、























44）The Economics  of Ecosystems  and Biodiversity  (TEEB), Mainstreaming the 



















策評価する一試論」『日本労働研究雑誌』第 497 号（2001 年 12 月）、34 ページ。















究』第 4 巻 1 号（2004 年 3 月）、66-86 ページ。
小野達也「社会指標による政策効果測定に関する一考察－時系列指標を比較する
方法－」『日本評価研究』第 3 巻 2 号（2003 年 9 月）、169-178 ページ。

















害』第 35 巻 4 号（2006 年 4 月）、5-9 ページ。












年 9 月）、21-32 ページ。
国際環境政策（森林セクター）における政策評価フレームワーク　　63
福嶋崇「吸収源 CDM の事業形態による特徴と今後の課題」『林業経済』第 694 号
（2006 年 8 月）、1-15 ページ。
福嶋崇「吸収源 CDM ガバナンスにおける諸アクターの役割」『国際開発研究』第
18 巻 1 号（2009 年 6 月）、97-111 ページ。
福嶋崇「REDD-plus 政策における地域性の重要性―タンザニアを事例として」『亜





価する一試論」『日本労働研究雑誌』第 497 号（2001 年 12 月）、33-43 ページ。
宮川公男『政策科学入門（第 2 版）』東洋経済新報社、2002 年。
三好皓一「プログラム・セオリー・マトリックスの活用について－評価における










Organisation  for Economic Co-operation and Development  (OECD), Glossary of Key 
Terms in Evaluation and Results Based Management. Paris: OECD, 2002.
Peter H. Rossi, Howard E. Freeman, and Mark Lipsay, Evaluation: A Systematic Approach 
6th Edition. California: Sage Publications, 1999.
Stephen D. Krasner, “Structural Causes and Regime Consequences: Regimes as Intervening 
Variables,”  Stephen D. Krasner  (ed.),  International Regimes. New York: Cornell 
University Press, 1983, pp.2.
The Economics of Ecosystems and Biodiversity  (TEEB), Mainstreaming the Economics 





64　　国際関係紀要　第 25 巻　第 1・2 合併号








の PFM システムの REDD 適用における可能性と課題」）により、可能となった。
ここに記して謝意を表したい。
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The Framework of Policy Evaluation for the International 
Environmental Policy (Forestry Sector)
Takashi FUKUSHIMA
Policy Evaluation has recently become more important not only domestically 
but also  internationally. The main aim of policy  evaluation  is  to evaluate how 











plus). A/R CDM  and REDD-plus are  the climate policies  set under  the United 
Nations Framework Convention on Climate Change. The  target of A/R CDM  is 
afforestation or  reforestation, and  that of REDD-plus  is deforestation or  forest 
degradation.









REDD-plus comprehensively,  this paper classifies  their stakeholders  into 3 strata 
based on their multi-layered structure; Rule Making Actors, Greenhouse Gas (GHG) 
Emission Reduction Actors, and Project Implementation Actors.
Most existing researches have been  just one-sided policy evaluation using a 
single indicator. In this situation, the significance of this research is to frame seven 
indicators and also to clarify  their position. Another significance of this framework 
is based on the characteristics of forest as a cross-sectoral resource. This framework 
has not only novelty and uniqueness, but also possibility to apply flexibly depending 
on the various resources. This framework also has a potential to be applicable to the 
national policy such as the Offset Credit (J-VER) Scheme (forest sector).
